






























































































































































　α11 ＝ 2/3，a1 ＝ 1/30，α21 ＝ 2/3，a2 ＝ 1/30，α31 ＝ 2/3，a3 ＝ 1/30，β11 ＝ 2/3，b1 ＝ 1/30， 
q＝ 5p2 であるとする。この最後は，実質賃金率は第一種消費手段 5 個であることを意味する。
　この場合には価値通りの交換が行われ，各生産物の価値は価値方程式，つまり貨幣：1 ＝（2/3）k1 ＋
（1/30）・5p2（1 ＋m’），第一種消費手段：p2 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2（1 ＋m’），第二種消費手段：
p3 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2（1 ＋m’），生産手段：k1 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2（1 ＋ m’），によっ














　S1 ＝β11 S1 ＋α21 N2 ＋α31 N3
　N2 ＝R（b1 S1 ＋a2 N2 ＋a3 N3）＋（3/2）N3
となる。拡大再生産ならば，
　S1 ＝（β11S1 ＋α21N2 ＋α31N3）（1 ＋g） …（1）





めればよい。S1 をパラメータとし，以上の式に最初に論じた諸数値を代入すると，単純再生産では，N2 ＝ 
（5/30）N2 ＋（5/30）N3 ＋（5/30）S1 ＋N2’，S1 ＝（2/3）N2 ＋（2/3）N3 ＋（2/3）S1 より，N3 ＝（1/10） 
S1，N2 ＝（2/5） S1 となり，拡大再生産では，N2 ＝［（5/30）N2 ＋（5/30）N3 ＋（5/30）S1］（12/11）＋ 
N2’， S1 ＝［（2/3）N2 ＋（2/3）N3 ＋（2/3）S1］（12/11）より，N3 ＝（1/20） S1，N2 ＝（13/40） S1 となる。
　柴田はここでS1 を6000とするので，単純再生産の数値例は，




　Ⅰ　4000c1 ＋1000v1 ＋1000m1 ＝6000
　Ⅱ’  1300c2’＋325v2’＋325m2’＝1950
　Ⅱ”  200c2”＋50v2”＋50m2”＝300
となる（柴田（1933d），130ページ）。ただしここでc1，c2’， c2”はそれぞれ第I部門，第Ⅱ’ 部門，第Ⅱ” 部門
の不変資本量，v1，v2’， v2” はそれぞれの可変資本量，m1，m2’， m2”はそれぞれの剰余価値量である（以
下，同様）。
　なぜこれらの数値が得られるかは明らかであろう。たとえば4000c1 を例にとれば，生産手段の価値は
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　Ⅰ　4000c1 ＋1000v1 ＋1000m1 ＝4000c1 ＋1600c2’＋ 400c2”
 1500
　Ⅱ’  1600c2’＋400v2’＋400m2’＝ 1000v1 ＋400v2’＋ 100v2”＋（1000k1 ＋400k2’＋100k2”） 5
3  
　Ⅱ”  400c2”＋100v2”＋100m2”＝ （1000k1 ＋400k2’＋100k2”） 5
2   
となる。12/11倍の拡大再生産の場合には，
　Ⅰ　 4000c1 ＋ 363.6Δc1 ＋ 1000v1 ＋ 90.9Δv1 ＋ 545.4k1 ＝ 4000c1 ＋ 363.6Δc1 ＋ 1300c2’＋ 118.2Δc2’＋
200c2”＋ 18.2Δc2”
 1500
　Ⅱ’　 1300c2’ ＋ 118.2Δc2’＋ 325v2’＋ 29.5Δv2’＋ 177.3k2’＝ 1000v1 ＋ 90.9Δv1 ＋ 325v2’ ＋ 29.5Δv2’＋ 
50v2”＋4.5Δv2”＋（545.4k1 ＋177.3k2’＋27.3k2”） 5
3




















































　さて，柴田は次のような数値例を提示している。すなわち今，α11 ＝ 2/3，a1 ＝ 1/30，α21 ＝ 1/2， 
a2 ＝ 1/20，α31 ＝ 2/3，a3 ＝ 1/30，β11 ＝ 2/3，b1 ＝ 1/30，q＝ 5p2 であるとする。
　今度は資本の価値構成が異なるため，価値通りの交換は行われず生産価格での交換となる 12）。各生産
物の価格は価格方程式，つまり貨幣：1 ＝［（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2］（1 ＋p’），第一種消費手段：p2 ＝
［（1/2）k1 ＋（1/20）・5p2］（1 ＋p’），第二種消費手段：p3 ＝［（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2］（1 ＋p’），生








た同様に，粗拡張率 1 ＋gを12/11としよう。以上より，N2，N3 をS1 で表わすと，単純再生産では，N2 ＝
（5/20）N2 ＋（5/30）N3 ＋（5/30）S1 ＋ N2’，S1 ＝（1/2）N2 ＋（2/3）N3 ＋（2/3）S1 より，N2 ＝（1/2） 
S1，N3 ＝（1/8）S1 となり，拡大再生産では，N2 ＝［（5/20）N2 ＋（5/30）N3 ＋（5/30）S1］（12/11）＋
N2’， S1＝［（1/2）N2＋（2/3）N3＋（2/3）S1］（12/11）より，N2＝（143/350） S1，N3＝（12/175） S1となる。
さらに，数値のスケールを決めるためにS1 を6000と想定すれば，単純再生産の数値例は，
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となり，拡大再生産の場合は，









　Ⅰ　4000c1 ＋886v1 ＋1114k1 ＝4000c1 ＋1500c2’＋ 500c2”
　 1661.3
　Ⅱ’   1500c2’＋ 664.5v2’＋ 493.5k2’＝ 886v1 ＋ 664.5v2’＋ 110.8v2”＋（111.4k1 ＋ 493.5k2’＋ 139.3k2”） 
3 ×0.886＋ 2
3 ×0.886




　Ⅰ　 4000c1 ＋ 363.6Δc1 ＋ 886v1 ＋ 80.5Δv1 ＋ 669.9k1 ＝ 4000c1 ＋ 363.6Δc1 ＋ 1225.7c2’＋ 111.4Δc2’＋ 
274.3c2”＋ 24.9Δc2”
 1625
　Ⅱ’   1225.7c2’ ＋ 111.4Δc2’＋ 542.9v2’＋ 49.4Δv2’＋ 242.5k2’＝ 886v1 ＋ 80.5Δv1 ＋ 542.9v2’＋ 49.4Δv2’＋ 
60.7v2”＋5.5Δv2”＋（669.9k1 ＋242.5k2’＋46k2”）  3 ×0.886＋ 2
3 ×0.886
　Ⅱ”   274.8c2” ＋24.9Δc2”＋60.7v2” ＋5.5Δv2”＋46k2”＝ （669.9k1 ＋242.5k2’＋46k2”） 3 ×0.886＋ 2
2 × 1
となる（柴田（1933d），133ページ）。資本家の需要比率の項が変わっているが，それは価値が価格に転化
されたためであり，［（3 ×0.886）/（3 ×0.886＋ 2 × 1）］の部分は先に注（9）において述べた事情より






























































　α11＝ 0，α12＝ 2/3，a1＝ 1/30，α21＝ 0，α22＝ 2/3，a2＝ 1/30，β11＝ 2/3，β12＝ 0，b1＝ 1/30，β21＝ 2/3， 
β22 ＝ 0，b2 ＝ 1/30，q＝ 5p2 であるとする。この場合には，各生産物の価値は価値方程式，つまり貨幣：
1 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2（1 ＋m’），第一種消費手段：p2 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2（1 ＋m’），第
一種生産手段：k1 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・5p2（1 ＋m’），第二種生産手段：k2 ＝（2/3）k1 ＋（1/30）・
5p2（1 ＋m’），によって計算され，p2 ＝ 1，k1 ＝ 1，k2 ＝ 1，m’＝100％が得られる。ここから生産物の
価値組成は，（2/3）k1（または，（2/3）k2）：（1/30）・5p2：（1/30）・5p2m’＝ 4：1：1 となる。
　今，貨幣は生産されないとすると，単純再生産の場合にはS2 ＝（2/3）N2，S1 ＝（2/3）S1 ＋（2/3）S2， 
よ っ て，S2 ＝（1/2）S1，N2 ＝（3/4）S1 で あ り，12/11 の 拡 大 再 生 産 の 場 合 に は，S2 ＝（2/3）N2 ×










　Ⅱ　1500c2 ＋375v2 ＋375m2 ＝2250




　Ⅰ’  2666.7c1’＋666.7v1’＋666.6k1’＝ 2666.7c1’＋ 1333.3c1”
　Ⅰ”  1333.3c1”＋333.3v1”＋333.4k1”＝ 2000c2
　Ⅱ　2000c2 ＋500v2 ＋500k2 ＝666.7v1’＋ 333.3v1”＋ 500v2 ＋666.6k1’＋ 333.4k1”＋ 500k2
となり，12/11倍の拡大再生産の場合には，剰余価値の自部門投資を仮定すれば，
　Ⅰ’   2929.1c1’＋264.5Δc1’＋727.3v1’＋66.1Δv1’＋396.6k1’＝ 2929.1c1’＋ 264.5Δc1’＋1090.9c1”＋99.2Δc1”
　Ⅰ”   1090.9c1”＋99.2Δc1”＋272.7v1”＋24.8Δv1”＋148.8k1”＝ 1500c2 ＋136.4Δc2
　Ⅱ　 1500c2 ＋＋ 136.4Δc2 ＋ 375v2 ＋ 34.1Δv2 ＋ 204.5k2 ＝ 727.3v1’＋ 66.1Δv1’＋ 272.7v1”＋ 24.8Δv1”＋ 







































同様に考えれば，11/10 倍で拡大再生産するためには，N2 ＝［（5/30）N2 ＋（5/30）N3 ＋（5/30）S1］・ 





Vol. 55 No. 2阪南論集　社会科学編
なければならない諸生産物の比率を表わしている。
　ところで次期の生産のための生産手段はいうまでもなく今期に生産された生産手段であり，Ⅲ節 
1 -（a）では6000であった。よって，（2/3）N2 ＋（2/3）N3 ＋（2/3）S1 ＝6000であるから，S1 ＝6600， 
N2 ＝2100，N3 ＝300となる。
　よって次期の生産物の価値構成は，







　Ⅰ　4000c1 ＋400Δc1 ＋1000v1 ＋100Δv1 ＋500k1 ＝4000c1 ＋400Δc1 ＋1300c2’＋100Δc2’＋200c2”
　Ⅱ’   1300c2’＋ 100Δc2’＋ 325v2’＋ 25Δv2’＋ 200k2’＝ 1000v1 ＋ 100Δv1 ＋ 325v2’＋ 25Δv2’＋ 50v2”＋
（500k1 ＋200k2’＋ 50k2”） 5
3





























 さて，次々期の拡張率が12/11ではなく11/10であるとすれば，先と同様に考えると，N2 ＝［（5/20）N2 ＋ 
（5/30）N3 ＋（5/30）S1］・（11/10）＋N2’，2N2’＝ 3N3，S1 ＝［（1/2）N2 ＋（2/3）N3 ＋（2/3）S1］・（11/10），
よりN2 ＝（700/1749） S1，N3 ＝（37/583） S1 となる。
　さて次期の生産のための生産手段は6000であったから，S1 ＝6600，N2 ＝2641.5，N3 ＝418.9となる。
よって，次期の生産物の価格構成は，




　よって，自部門投資を仮定すると，第一部門においては（4400c1 －4000c1）＋（974.6v1 －886v1）＝ 





　Ⅰ　 4000c1 ＋400Δc1 ＋886v1 ＋88.6Δv1 ＋625.4k1 ＝4000c1 ＋400Δc1 ＋1225.7c2’＋ 95Δc2’＋274.3c2”＋ 
5Δc2”
　Ⅱ’   1225.7c2’＋ 95Δc2’＋ 542.9v2’＋ 42.2Δv2’＋ 266.1k2’＝ 886v1 ＋ 88.6Δv1 ＋ 542.9v2’＋ 42.2Δv2’＋ 
60.7v2”＋1.1Δv2”＋（625.4k1 ＋266.1k2’＋70.3k2”）4658
2658 ＋1.6
　Ⅱ”   274.3c2” ＋ 5Δc2”＋60.7v2” ＋1.1Δv2”＋70.3k2”＝ （625.4k1 ＋266.1k2’＋70.3k2”）4658
2000  －1.6
となり（柴田（1933e），105ページ），生活必需品部門Ⅱ’においては1.6だけ売れ残りが生じ，贅沢品部門
Ⅱ”においては1.6だけ供給不足が生じることとなるのである。なおここで，2658/4658は 3 ×0.886/（3 × 




















　Ⅱ’   1225.7c2’ ＋95Δc2’＋542.9v2’＋42.2Δv2’＋262.5k2’＋3.6＝ 886v1 ＋88.6Δv1 ＋542.9v2’＋42.2Δv2’＋ 
60.7v2”＋1.1Δv2”＋（625.4k1 ＋262.5k2’＋70.3k2”）4658
2658 ＋3.6
















　Ⅱ’  80.5Δv1 ＋49.4Δv2’＋5.5Δv2”＝135.4
となる。さて，拡張率が11/10倍になるとこれが，
　Ⅰ　400Δc1 ＋95Δc2’＋ 5Δc2”＝500



























































　Ⅱ　1500c2 ＋375v2 ＋375m2 ＝2250
であった。
　今期の生産物の価値構成が先の場合，次々期の拡張率が12/11ではなく11/10であるとすれば，先と
同様に考えると，S1 ＝［（2/3）S1 ＋（2/3）S2］・（11/10），S2 ＝（2/3）N2 ×（11/10），であるから，S2 ＝
（4/11） S1，N3 ＝（60/121） S1 となる。
　さて次期の生産のための生産手段は4363.6であったから，（2/3）S1 ＋（2/3）S1 ＝4363.6であるから，
S1 ＝4800，S2 ＝1745.5，N2 ＝2380.2となる。よって，次期の生産物の価格構成は，
　Ⅰ’  3200c1’＋800v1’＋800m1’＝4800
　Ⅰ”  1163.5c1”＋290.9v1”＋290.9m1”＝1745.5
　Ⅱ　1586.8c2 ＋396.7v2 ＋396.7m2 ＝3830.2
となる（柴田（1933e），108ページ）。
　よって，自部門投資を仮定すると，第一部門においては（3200c1 －2909.1c1’）＋（800v1 －727.3v1’）＝ 
290.9Δc1’＋72.7Δv1’だけ，第二部門の生活必需品部門においては（1163.5c1”－1090.9c1”）＋（290.9v1”－ 





　Ⅰ’   2909.1c1’＋ 290.9Δc1’＋727.3v1’＋ 72.7Δv1’＋363.6k1’＝ 2909.1c1’＋ 290.9Δc1’＋ 1090.9c1”＋ 72.6Δc1”
　Ⅰ”   1090.9c1”＋ 72.6Δc1”＋272.7v1”＋ 18.2Δv1”＋132.4k1”＋49.6＝1500c2 ＋86.8Δc2 ＋49.6
　Ⅱ　 1500c2＋86.8Δc2＋375v2＋21.7Δv2＋266.5k2＝727.3v1’＋ 72.7Δv1’＋363.6k1’＋ 272.7v1”＋ 18.2Δv1”＋ 







































































財に対する需要比率は 2：3 であった。よってそれに対する支出額の比率は 2p2：3p3 となる。よって第一消費財へ
の支出は利潤をΠとしそのうち消費に支出される割合をcとするならば［2p2/（2p2 ＋ 3p3）］・cΠとなる。よってp2
＝ 1，p3＝ 1 なのでN2’＝（2/5）cΠとなる。他方，N3＝［3p3/（2p2＋ 3p3）］・cΠなので同様に考えるとN3＝（3/5）
cΠとなる。よって二つの式から 2N2’＝ 3N3 となる。
10）「社会的資本の技術的組成」とは，柴田（1935）によれば，「社会的生産に要する総生産手段量の，同じく社会的生産
に要する総労働量，に対する比率」（柴田（1935），127-128ページ）と定義される。柴田が用いている記号で書けば， 










































3 ×0.886＋ 2 × 1
2 × 1 ＝266.1× 
3 ×0.886＋ 2 × 1
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